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　　長野県の障害児教育の現状と問題点

長野県障害児学校教職員組合　原　金ニ

Ⅰ「特別支援教育」の光と影（国の動向）－特殊教育から特別支援教育ヘ－

１　情勢

　特別支援教育（※1）の在り方に関する調査研究協力者会議より「今後の特別支援教育の在り方について」（最終報告）が２００３年３月に発表され、この報告にもとづき、２００４年２月に中教審初等中等教育部会に特別支援教育特別委員会が設置され、日本の障害児教育にかかわる法・制度の全面的な見直しに向けた検討が進められています。

　この見直しのきっかけの一つとなったのは、通常学級で学ぶ軽度発達障害児を始めとした様々な支援を必要とする児童生徒の存在でした。とりわけ、LD、ADHD、高機能自閉症など発達障害のある生徒達の増加が、教育困難の一因となっているとのことで文部科学者が調査した結果、通常学級に6.3％存在することが分かりました。これらの保護者会などからも適切な教育条件整備を求める声が高まりました。

　そこで文科省は、従来の盲・ろう・養護学校などの特殊学校や小・中学校に置かれている特殊学級、通級指導教室などを中心として行ってきた特殊教育を変え、通常の学級に在籍する障害児を含めた特別支疲教育への再構築の方向を示しました。

　最終報告において次のように記述されています。「特別支援教育は、障害のある子ども一人一人の教育的ニーズを大切にするものである。これまでも、ここの教員の努力や学校独自の工夫により教育的ニーズに対応させる努力は行われてきたが、近年の教育をめぐる諸情勢の変化を踏まえれば、ここの教員の資質に任せた対応、又は学校のみによる対応には限界が来ている・・」

　特別支援教育への転換の内容には多くの問題がありますが、「障害のある子ども一人一人の教育的ニーズを大切にする」「通常学級に学ぶ軽度発達障害児に教育の光が当てられる」ことには誰もが賛成していますし、該当の保護者団体から強い期待感が表明されたのは当然です。

　特別支援教育への転換の一番の危険性は、この改革が政府が今最も力を入れている財政優先の改革、つまり、これまでの政府の失政による財攻悪化の責任を国民生活・医療・福祉・教育の切り詰めや増税などで切り抜けようとしている一環として障害児教育の大リストラを行おうとしていることにあります。

　報告書には、障害児教育にはお金がかかることが書かれ、さらに「障害のある児童生徒の教育の基盤整備については、すべての子どもの学習機会を保障するとの視点から、量的な面において概ねナショナルミニマムは達成されていると見ることができる」と記述されています。

　言い換えると、「基盤整備はできているから、これ以上新たにお金をかけなくても、これまでの資源を再配分すればできる」という方針です。

　事実として、東京都のように障害児学校や寄宿舎の統廃合を強引に進めるなどいくつもの自治体で大リストラ計画が先取りされ進行したり計画されたりしています。

　小・中学校において軽度発達障害児などの教育を進めるために特別支援教育コーディネーターの配置を決めました。しかし、専任ではなく兼務としたために、ただでさえ多忙の教職員の誰かを指名しただけで多くの学校では実効性に結びついていません。

　特別支援教育にかかわる課題はたくさんあり、これだけで一冊の本になります。様々な法・制度の改善を伴う進行中のことですので、詳細は専門職の皆さんの著書に任せたいと思います。

　別の角度から見逃せないことは、障害児教育の大リストラが、民主的な教育を推し進めようとしている教職員を弾圧し、学校運営、教職員人事から教育内容まで管理・統制を強めようとする動きと連動していることです。こうした視点を見過ごしにすることなく、子どもたちの教育・発達保障の運動と教職員の生活や働く権利を守る運動を統一して進めることが求められています。

（※1）現行の法制度にある「特殊教育」を国は「特別支援教育」に変え、県は「自律教育」と呼称を変えています。特殊教育学校（法〉＝自律学校（県）、特殊学級＝自律学級となります，

２　周回遅れの日本の教育・福祉

　しばらく以前に、日本の福祉は、ハンセン病や精神障害者の処遇などをめぐって国際社会から厳しい批判を浴びていました。現在、国や地方自治体の福祉施策を見ると、かならず国際的なノーマティゼーションという語句が登場します。障害があっても人権が守られ、地域社会の中で他の人々と同様に通常の生活が営めることをあらわしています。

　しかし、現実はどうでしょうか、わが国の福祉にかかわる法や制度の基本にあるものは、憲法で示された公的な保障ではありません。一人一人の人権保障ではなく、いつまでたっても保護者・家族任せと受益者負担の名の下、自己責任の強調です。０５年に政府から出された「障害者自立支援法」が現在の政府の到達点としてよい例です。多くの障害者・家族、関係者、関係靖体による「障害者自立阻止法だ」との大反対運動と郵政民営化法案の参議院否決並びに衆議院解散により成立しませんでしたが、政府・厚労省は再提出を狙っています。

　障害児の教育も同様です。先進諸外国では、障害児を含め、何らかの支援を必要とする子どもとの認識で予算付けを行い、その率は約１１～３３％です。教職員数の養成や配置も日本とは大きな差があります。日本でこれまで障害児教育の対象とされたのは学齢児童・生徒の１．４７％に過ぎません。文科省の調査に基づく軽度発達障害児を加えても８％に満たない状況です。

　通常学級に在籍するものの、適切な教育を受けられていない既存の障害カテゴリーに分類される子どもに加えて、それ以外の特別な教育的ニーズを持っ子どもたちも施策の対象とすべきです。例えば、日本語の習得や社会適応の困難に直面している外国籍の子ども、外国から帰国した子ども、場合よっては無国籍の子どもたちもいます。引きこもりや学校に通えない子どもがいます。虐待を受けている子どもや家庭の養育力が乏しく健康や発達を阻害されている子どもたちなど様々なニーズを抱えた子どもたちがいます。

　学級の規模も1学級１８人前後が当たり前で。通常の学級で障害児が教育を受ける場合には専門性のある教職員がその子の教育ニーズに合わせて別枠で配置されます。通学に際しても公的な補助で行われ、通常、保護者への負担は考えられません。

　障害があり発達が遅い場合の義務教育年限の延長、卒業後、地域社会の中で保護者から自立して生活するための福祉制度や社会教育にも大きな開きがあります。今なお「親亡き後」と心配し親子心中が後を絶たない日本社会との違いは歴然です。

Ⅱ　「地域化プラン」の課題（県の動向）

１　経　過

　０３年度、県教委によって「養護学校高等部地域化プラン研究会」が立ち上げられました。

　この研究会は、国の特別支援教育の動向とも関係しますが、何よりも知的障害養護学校高等部が肥大化しすぎ、教室をはじめとした教育条件整備が追いつかなくなったためその対策を検討する色合いの強いものでした。

　研究会の委員として障害児の保護者や障害者、障害者雇用を積極的に行っている企業代表などを加えた点等は評価されますが現場教職員の代表は加えられませんでした。

　教育制度を考える場合、教育を受ける子どもたちの姿（現状）のとらえが最も大切です。現在の養護学校や障害児学級（特殊学級）において、どのような教育を受け、どのような力がついているのか、また、どのような力が伸ばせないでいるのか、様々な課題を解決するためには制度的にどのような改正が必要かなど子どもや現場に即した教育論が抜け落ちてしまったのです。

　また、知的障害養護学校高等部の入学者が増えている事実を示す統計数字は示されましたがその原因の分析も十分なされていません。理念として打ち出した「ノーマライゼーション」「地域化」も現実の施策との乖離が際立っています。

　結果的に、知的障害養護学校高等部の肥大化を解消するために最も安上がりに済ませる施策として，「高等学校の空き教室を利用し、知的障害養護学校高等部の分教室を設置する」という結論を得るための研究会に過ぎなかったと発足当初の批判通りになっています。

　０４年度、県教委は、「養護学校地域化推進協議会」を立ち上げました。前年の「養護学校高等部地域化プラン研究会」の後を引き継ぎ、「義務教育段階における自律教育システム」「就学前及び卒業後を中心とした自律教育システム」の検討を行っています。

　前年の研究会への批判・反省により、一定の見識のある大学の研究者や障害児学校の校長などを加えましたがまたもや現場教職員の代表を排除しました。県教組並びに障教組の強い抗議により中途から両代表を加えました。基本路線が敷かれた後で十分な力が発揮できたわけではありませんが一定の現揚の願いを反映することができました。

　０５年度、０３年度の研究会の報告に沿い、長野養護学校の分教室が更科農業高校に設置されました。多くの課題を提起したままのスタートでした。

　自律教育課は高校側には事前の相談もなく、来年度の教室不足を見越して、プレハブ教室建設の案をいきなり提示し、高校側の教職員との話し合いは物別れに終わりました。皮肉にもこの予算案は知事査定で認められず、現在のところ解決のめどは立っていません。

　また、県の施策を進めるため諸団体の連携を図る「長野県自律教育連携協議会」の会合が９月からはじめられました。

　現状では、「地域化」と称する高校並びに小・中学校の分教室づくりのほかは、０４年度「養護学校地域化推進協議会」最終報告の前進面の実現の見通しや障害種別のビジョン検討などまったく進行していません。

２　高校の分教室の課題

　今年度、長野養護学校の分教室が更科農業高校に設置されました。主な問題点や課題を指摘しておきたいと思います。

①法制度上、適正な就学基準となっているのか

　　知的障害養護学校の入学基準は、「障害が中度以上（中度・重度）、軽度であっても社会的適応が著しく困難な者」となっていますこしかし、自律教育課が当初から高校側に了解を得るために説明していたのは、「軽度の知的障害児でなんら問題のない生徒・・」（高校教員聞き取り）でした。適正な就学から見た場合疑問があります。

　　こうした問題点に対し、自律教育課は「選考は長野養護学校で行ったもの」とまったく責任を転嫁し、質問に答えられない状況です。

②ノーマライゼーションの理念に沿うものなのか

　　独力で通学できる軽度知的障害の生徒は近くにある地域の高校分教室に通うことができ、独力で通学できない中・重度の障害のある生徒は遠くの養護学校に通う、これはノーマライゼーションの理念に沿うものでしょうか。

③教育条件は十分でしょうか

　　分教室としたために、養護教諭や校用技師、事務職などがいません，今後も進路指導など必要な教職員がどれほど配置されるのか見通しはありません。また、教室も不足しており間借りでは独自の十分な教育課程は編成できません。

　発足した今年度、来年度の教室不足を見越して自律教育課は新たなプレハブ教室の設置予算を要求しましたが知事査定の段階で「分教室にはお金を使わない予定‥」と蹴られてしまったとの情報があります。県当局の姿勢が透けて見えます。

④教職員、保護者、高校側など関係者の合意の下に進められているでしょうか

　　障害児学校の教職員のことは前述しましたが、受け手の高校側とも十分な話し合いを経て合意されているとはいえません。上記③のプレハブ教室についても、事前に高校側への説明はまったくなく、案の提示の際の話し合いも物別れに終わっているとの報告です。誤解がないよう付け加えますが、設置された以上、生徒たちは温かく迎えようと高校側は気を使い努力してくれていますし、分教室の生徒たちも元気に学校生活を送り、更科農業高校の生徒たちとの交流も生まれてきているとのことです。

　　分教室のあり方については、今後、障害児学校、高校の現場教職員と保護者、生徒をはじめ関係者との話し合いを十分に重ね良い方向への見直しを進める必要があります。そのためにも一方的な県教委の進め方をまず改めなければなりません。

３　高等部訪問教育の年齢制限撤廃など前進面は評価

　０３年度研究会の中間まとめに対し、職員周体や障害者団体から下記のような批判が出されていました。

　○　「地域化」を重視するのなら、未だに家庭からの通学すら認められていない養護学校が複数あることをどう考えるのか。「障害のある我が子を専門の学校に通わせようと、他市町村から学校の所在地へ引っ越したにもかかわらず通学を認められなかった。」歴史は過去のものとなっていません。

　○　高等部が設置されていない養護学校もあります。

　○　義務教育すら十分に受けられなかった障害者の問題があります。

　○　一般の高等学校や盲・ろう学校を受験するのには年齢制限がないのに、養護学校高等部受験には年齢制限がある問題。ほか

　また、医療的ケアの必要な子どもたちに対する適切な対応を求める声も保護者や現場教職員から強くあがっていました。このような批判や要望に対し０５年度から一定の事業が始められたことは評価できます。これら事業の前進面と課題の主なものは以下の通りです。

　＜通学制＞

　このような指摘に対し、０４年度末、「養護学校の通学生を認める」との方針が示され、病弱養護学校では０５年度から全面的に認められることになりました。課題としては、通学に伴う学校給食ほかの条件整備がないことです。また、肢体障害養護学校1校については医療施設側や施設設備など様々な関係から検討が行われています。

　＜未就学加年齢者の教育保障＞

　同様に、０５年度から、これまで義務教育や高等部の教育を受けることができずに県教委が定めた制限年齢（２０歳）を越えた障害者への教育保障が「高等部の訪問教育」という形ではじめられました。県教委の調査の結果、希望者が多数いたとのことで、「３年間ずつ、３グループに分け、９年間の事業として行う」ことが発表されました。

　放置されるより僅かでも教育保障がなされることは当事者にとって良いことですが、いくつかの問題点や課題があります。

　○　なぜ訪問教育しか実施されないのか

　　　本来、訪問教育とは障害や病気が重く、毎日の教育に耐えられない障害児者の教育保障の一形態として行われているものです。今回の該当者のほとんどが毎日の教育が可能な生徒たちでた自律教育課の課長も「それなら毎日の教育に変えれば良い」と言い、そのためには教職員の大幅増員が必要との指摘にあわてて訂正した経過があるほど、要は予算の問題だけです。早急に措置替えし、十分な教育保障を行う必要があります。

　○　義務教育を保障しないのは憲法・教育基本法、学校教育法に違反するのではないか

　　　国民は等しく教育を受ける権利があります。小学校の教育課程を修了しなければ中学校にはあがれません。義務教育を終えて高校に入ります。義務教育を受けていないのに、高等部の訪問教育に入学させてしまうのはいかにも乱暴です。養護学校義務化の時の原点に返り、義務教育を終了していない方々にはもう少し長い期間の教育保障をすることが求められます。

　○　９年間で事業を終わらせるのはなぜか

　　保護者や当事者が事業そのものを知らなかったり理解が不十分であったりして希望していない障害者がまだいることは確実です。通常の高校や大学では年齢制限はありません，希望者があればいつでも受け入れることが本来のノーマライゼーションの理念です。

　＜養護学校への看護師の配置＞

　知的障害養護学校１０校への看護師の配置が０５年度からはじまりました。医療的ケアの必要な児童生徒が増え、通学希望者が増える中、保護者からも現場教職員からも大変歓迎されています。

　安定的かつ必要数の看護師確保（行事・校外活動、看護師の代替など）、研修の充実、主治医・養護教諭・看護師・コーディネーターほか校内の支援チームづくり、看護師の身分・待遇改善などのほか、病弱養護学校など必要とする他の障害種別学校への配置など多くの課題が残されています。

４　早急な解決が必要な重要課題

（１）県内の教育全般構想の一分野としての障害児教育として再認識・検討を

　県内では教育「改革」の名のもと、二つのプランが出ています。一つは統廃合問題だけが浮き上がり県民の注目の的となっている「高校改革プラン」です。もう一つは、保護者から「説明を聞いてもわからない」と言われ、教職員や関係者の中にも十分理解されず、県民各層の関心がほとんどない障害児教育の「地域化プラン」です。

　二つを見比べたとき、その整合性のなさにまず驚きます。県教委そのものも横の連携は少なく、県内の教育すべてに責任を持つのはどこなのかわかりません。

　国際的には、子どもの権利条約の作成過程から批准後今日までの先進諸外国の到達点は、性差、障害のあるなし、国籍の如何などかかわりなく「すべての子どもたちが高等教育までアクセスできる権利を持つ」ところまで来ています。

　文科省ですら、軽度発達障害児（LD、ADHD、高機能自閉症など）は小・中、高校でも通常学級で学ぶことが適当と判断しているとおり、障害の中・重度の子どもたちを除き、軽度知的障害、軽度発達障害ほか様々な支援を必要とする子どもたちが高校で学ぶことができる条件整備を位置づけなければ「高校改革プラン」とは呼べません。

　「地域化プラン」についても同様です。０３年度の研究会の前提となった知的障害養護学校高等部の肥大化は、単に高等部対象の生徒が増えたという単純なものではありません。

　過度に競争的な教育の進行、教育の管理・統制の強化、家庭や地域の教育力の低下、高校入試制度などの変更などが複合的に絡み合い出てきた現象とも言えます。

　高校改革が叫ばれ始めてから、高校に軽度の障害のある生徒が入りづらくなりました。二段階選抜がはじまると、高校はもっぱら「良い子どり」を競うようになり、私立高校も支援を必要とする生徒を排除する傾向が強まりました。社会的な様々な要因が重なり子どもたちの十分な成長・発達が阻害され、障害がなくても、学力不振や心身症をはじめ様々な心と身体の不調を訴える子が増え、支援を必要とする子どもは増え続けています。このような視点に立てば、養護学校高等部生徒の急増は社会や教育行政の課題であることがより明確になります。

　県教委は、課を越えて、現場教職員、保護者、研究者や生徒たちを交え、真の教育改革のプラン作りを仕切りなおす必要があります。

（２）　障害児教育の独自課題として

　　①　教職員の専門性並びに人員の確保をすすめる。

　中間報告では、障害児学校の教職員の免許保有率の低さだけが問題になっていました。現場教職員から、「国の教職員定数を定めた標準法と乖離した教職員数しか配置せず、３～５年で人事異動させてきました。このことが、重度・重複化、多様化する子どもたちの教育権を十分に保障できないこと、障害児教育そのものの質の向上・発展を阻害してきたこと、教職員の健康破壊を助長してきたことなどにつながっています。」との強い批判が出されました。

　免許保有率は、県の協議会の最終報告にある通り、全国平均が５５．９％なのに対し長野県は３８．３％に過ぎません。

　教職員の数は、全国で最低水準です。県教委は長い間、国が教職員の配置を定めた標準法との乖離を認めようとしませんでした。前の瀬良教育長がはじめてそれを認め、県の試算でも２５０名ほどの教員が不足していると発表しました。職員団体の試算ですと４００名以上の乖離になりますこ子どもの教育権を守る第一歩は、教職員数の確保で。通常学級の３０人以下学級と同様、障害児教育の学級定員並びに教職員配置は緊急な第一の要求です。

　人事異動にも大きな問題がありました。障害児教育をやりたいと訴えても「障害児学校から障害児学校への異動は認められない」「夫婦で障害児学校はだめ」など様々な理由をつけ専門的力量のある教職員でも排除してきました。

　教職員の健康破壊も深刻です。障害児学校は体力がなければ勤まりません。年齢構成も高校や小・中学校に比べ圧倒的に若くなっています。それにもかかわらず、県の資料でも健康を害し医療機関にかかる教職員の割合が常に校種別でトップになっています。指導の困難さや過労のため心の病気になる教職員も増えています。

さらに問題なことは、長野県の教員採用には障害児教育の採用枠がありません。学生時代、障害児教育を生涯の仕事と思い定め懸命に学んできても、教員採用試験の時には、小学校又は中学校の教科で受験しなければならないのです。例えば、学生時代から中学校の理科の教員になろうと学んできた多くの仲間たちより、同じ理科で受けたとするならばさらに良い成績をとらなければ教員になれないことになります。どう考えても不合理・不利です。また、長野県に運よく合格しても障害児教育を担当する保証はありません。中には最初から採用枠のある都府県に流れてしまう学生もたくさんいます。仮に毎年２０人ずつ、４０年間障害児採用枠でとっても僅か８００人です。障害児学校教職員の半数程度です。障害児学級担任者を含めればさらに割合は低くなります。

　先進諸外国のように、学生時代から、大学と現場とをしっかり結び、専門職としての教職員の養成・採用のあり方を根本的に見直す必要があります。その第一歩として、別枠採用をただちに実現することが求められています。

　②　保護者、現場教職員参加のもと、長野県の障害児教育ビジョンの作成をすすめる。

　「養護学校高等部地域化プラン研究会」（０３年度）、「養護学校地域化推進協議会」（04年度）も結局は安上がりの分教室を設置することが進行しているだけです。協議会最終報告の前進面やこの協議会では触れられていない多くの議題について、全体の障害児教育構想はこれからの課題です。一年だけでなく、じっくり時間をかけてでも現場教職員（障害種別含め）、保護者、大学の研究者など優れた人材を集め作り上げていくことが必要です。これまでの反省としてもこの計画・構想がなかったことが、県内の障害児教育を大きく遅らせてしまった原因といえます。

3 緊急性のある教育条件整備については、現場教職員並びに保護者の要望を十分に反映させ予算をつけて着実にすすめる。

　法に定められていない、母子教室や幼稚部等の定員・定数改善は近隣都県に比べ遅れています。開校以来三十数年間プレハブ校舎のままの学校、老朽化し年数を過ぎた校舎など教職員数ばかりでなく様々な教育条件整備が遅れています。

　長年に渡り、経済優先で差別的な扱いを受けてきた本県障害児教育の現実です。別紙表・グラフの通り、長野県の障害児教育にかける予算は全国最下位クラスです。特に長野県はほとんどの盲・ろう・養護学校に寄宿舎がありコストがかかる体制です。保護者、教職員の運動により制度的には全国に遜色ない事業を展開してきています。

　結局は、教職員数や施設・設備、教材・教具、教職員の研修費などを削りに削って維持していることがわかります。

　分教室の案も、全国最下位の静岡県で実施されている制度です。せめて全国平均を上回る予算をかけて教育条件整備をすすめてほしいと願うのは当然だと思います。

（３）障害児学級、小・中学校の分校について

　　先に述べましたように、基本的には県教組並びに同障害児教育部の検討に任せたいと思いますが、高校だけでなく小・中学校におかれる分教室は養護学校の一部でありますので現在出ている案を紹介します。

　①　子どもたちにゆきとどいた教育を保障するためには、教職員数、教室などの教育条件整備が整った分校にする。

　②　地域化を考えた湯合、人口５～１０万人規模に１校を考える。

　　例；長野市の場合、長野養護学校、信大附属養護学校に加え、長野養護の分校を小・中学校それぞれ３箇所程度設置する。

　③　これまで障害児学級などの実績があり、保護者や地域住民にも理解がある学校に隣接することが望ましい。

　④　基本的には障害の程度などで差別的な扱いをしない。　など

Ⅲ　軽度発達障害児の教育保障のあり方について

　通常の学級の中に「気になる子」が増えてきています。「授業中に歩き回ったり騒いだりして・」「友達や担任を困らせることばかりして・」など。学級でのトラブルばかりでなく時には保護者を巻き込み、担任が大変悩んでいるケースもあります。文科省の調査や専門家の研究などにより、このような問題の一因として通常学級に在籍する軽度発達障害のある児童生徒に適切な支援・指導がなされていないことが明らかになりました。

　０４年度から、コーディネーターの配置や研修がはじまったものの、現場での理解や体制はなかなか進まず、「軽度発達障害児にかかわるトラブルにより、学校長が担任と保護者を校長室に呼びつけ、指導並びに躾が悪いと叱りつけた」などの相談は後を絶ちません。

　０３年度から国の「特別支援教育モデル地域」に指定された、さいたま市を中心とした３市の通常学級の担任全員の意識調査を見てみますと下記のような結果となっています。

①　もし、配慮・支援の必要な児童生徒を担任した場合、配慮・支援は・・・

　　できる　２１％　　わからない　６７％　　できない　１２％

②　上の質問で、「わからない」「できない」と答えた方に、どのような条件がそろえば「できる」でしょうか。

　（記述式）

　・支援の仕方等研修を積めばできる。

　・補助の先生が入り、複数で対応できればできる。

　・専門知識のある人に相談を受けることができればできる。

③　配慮・支援を行うことの負担は・‥

　きわめて大きい　５０％　やや大きい　２９％　多少ある　１１％　特にない　４％

　多くの教員が、配慮・支援の必要な児童生徒を担任すること躊躇しています。専門的知識がなく「支援の仕方」がわからない、多忙化の進む中、時間的余裕がなく特別な配慮・教材作りなどできない、他の児童生徒の指導にも手がかかり一人では対応できないなど多くの不安を抱えています。

　障害のために一番悩み若しんでいるのは子ども自身です。そして、保護者も悩んでいます。担任も悩んでいます。どちらにも答えられる体制作りが求められているのです。

　そのためには下記のような基盤並びに条件整備が必要です。（通常学級の中で）

①　子どもを主人公に、保護者、教職員が力を合わせ地域に開かれた学校づくり。教師の同僚性が発揮され困ったとき、いつでも相談できる助け合える学校づくり。

②　特別な教育的ニーズに応えられる校内の体制作り。

　・コーディネーターを専任化し、校内委員会の整備。

　・研修の充実

　・専門性のある教職員の配置と障害に合わせた教材作り、教育課程の編成

　・児童生徒の実態に合わせた教職員の加配。

　・障害の状態に合わせた、学習の場（教室）の確保。

　・３０人以下学級の実現など、学級定員の引き下げ　ほか

③　当面、学校を巡回しアドバイスしたり、保護者の相談に乗ったりできる専門職の配置。

養護学校地域化推進協議会最終報告との比較（要約より）

　協議会の案には、「保護者や地域への理解啓発」があるものの民主的な学校作りの発想が欠如しています。また、自律教育コーディネーターの指名となっており、現実が示す通り兼務では十分な任務が果たせません。研修は位置づけられていますが、最も大切な専門性のある教職員の配置・加配、教室の確保など重要な教育条件整備が欠落しています。

多様な学習の場の整備

　障害や病状、発達の状況などによっては下記のように様々な学習の場の整備が必要です。

①　小・中学校の障害児学級（自立・特殊学級）を主に学習の場とする場合

　　大多数の時間、大きな集団への参加が困難な場合、校内の障害児学級が学習の場として考えられる。学力不振などを伴う場合も考えられる。

　　長野県の場合、多様な障害児を学級内に抱えながら一人の担任に任せている場合が多く十分な教育保障がなされていない。早急に、複数担任制を実現しなければなりません。

②　知的障害養護学校

　　軽度以上の知的障害を伴い集団参加・社会適応が大変困難な場合、知的障害養護学校、同高等部を学習の場とする場合が考えられます。

③　病弱養護学校

　　障害・病状により、服薬のコントロールが難しい、心身症など不適応症状が著しく医療的ケアが必要などの場合、病弱養護学校、同高等部が考えられます。

高等学校の整備

　現在、高校にも軽度発達障害児は入学しています。また、文科省も小・中、高校ともに軽度発達障害児は通常の学級で学習することとしています。一方、中退者の中に「情緒障害児学級卒業生が多い」という声が聞かれます。何とか高校に入っても適切な支援がなされないためトラブルを起こしたり、つらくなったりして学業。が継続できない軽度発達障害児が少なからずいることが推察されます。こうした生徒たちの後期中等教育を受ける権利を保障し、社会自立につなげていくためには次のような施策が必要です。

①　高校でも前述した小・中学校と同様の教育条件整備が必要です。

②　高校での学級定員の引き下げ、75条学級（障害児学級）設置が必要です。

③　高校内にある養護学校分教室を分校としていっそうの教育条件整備並びに教育課程の改善を図り、希望する軽度発達障害児の受け入れを図ることが必要です。

④　社会参加・自立、就労に結びつくソーシャルスキルの学習並びに労働教育を教育課程に位置づけることが　大切です。また、職業体験の繰り返しや職場体験から実際の就労の場まで継続したジュブコーチの配置、希望者にはトライアル雇用の対象とするなど新たな施策の充実が求められます。

学校・福祉・医療・家庭、関係横関との連携強化

　子どもが抱えている問題によっては、学校だけで解決できないことがたくさんあります。支援法の趣旨を尊重し、学校は保護者とともに医療や福祉などの関係機関や専門家と協力し、地域のネットワークを形成していくことが必要です。

　また、様々な機関を上手に使い、子どもとともに地域の中で生き生きと活躍している保護者にお伺いすると「同じ親の仲間の会が一番の情報源であり、活力の元」と応える方が多くいます。学校や関係機関がこのような情報を共有し悩んでいる保護者に知らせることも大切な役割です。
